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◇総合対策の３本の柱◇ 

第２次平塚市新型コロナウイルス感染症総合対策 

 

○総合対策の視点 

・本市では、新型コロナウイルス感染症（以下、「感染症」）に対応するため、

令和２年４月 22 日に「平塚市新型コロナウイルス感染症緊急対策」を

策定し、喫緊の課題に対応してきました。 

・また、同年７月 20 日には「平塚市新型コロナウイルス感染症総合対策」

（以下、「総合対策」）を策定し、感染症の第２波、第３波に備え、コロナ

危機の中でも社会経済を回し続けるとともに、新たな日常の構築を見据え、

本市が「選ばれるまち・住み続けるまち」となるための中長期的な施策

を着実に推進してきました。 

・令和３年１月７日に発出された国の緊急事態宣言を受け、喫緊の課題への

対応策を取りまとめるとともに、国の 15 か月予算と歩調を合わせた

感染症対策を講じるため、「第２次平塚市新型コロナウイルス感染症総合

対策」を策定します。 

・これまでに講じてきた様々な施策の効果に加えて、緊急事態宣言への対応

など緊急的な対策と総合対策の視点を引き継いだ中長期的な施策を

一体的、かつ、切れ目なく講じることで、コロナに打ち勝つための対策

として、総力を上げて強く推し進めてまいります。 
 

【総額約 26 億円】 
 
 
 
 

１ 感染症の再流行へ備えるために 
２ コロナ危機の中でも社会経済を回し続けるために 
３ ポストコロナを見据え、その先のまちづくりを進めるために 

資料１ 
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これまでの経過 

・令和２年１月 15 日 

国内（＝県内）で初めて感染確認 

・４月７日～５月 25 日 

緊急事態宣言期間 

・４月７日～５月 31 日 

市内小・中学校臨時休校 

・４月 11日～５月 26日 

県による遊興施設等への休業要請 

・４月 22日 

平塚市新型コロナウイルス感染症緊急対策の策定 

（１）市民の生命と健康を守る緊急対策 

（２）市民の暮らしを支える緊急対策 

（３）まちの経済活動を維持する緊急対策 

・５月８日 

第２次平塚市新型コロナウイルス感染症緊急対策の策定 

・５月 25日 

緊急事態解除宣言 

・５月 27日～６月 18日 

県による遊興施設等への休業要請解除、飲食店等の営業時間延長 

・６月 19日～ 

県による飲食店等の営業時間制限の解除、イベント開催上限の緩和 

・７月 20日 

平塚市新型コロナウイルス感染症総合対策の策定 

（１）第２波、第３波へ備えるために 

（２）コロナ危機の中でも社会経済を回し続けるために 

（３）ポストコロナを見据え、その先のまちづくりを進めるために 

・７月 22日 

「ＧｏＴｏトラベル」キャンペーン開始 

・10 月～ 

市内で感染者再増加傾向 

・11 月 20 日 

平塚市新型コロナウイルス感染症総合対策（補完版）の策定 

・令和３年１月８日～２月７日 

緊急事態宣言期間 

・２月９日 

第２次平塚市新型コロナウイルス感染症総合対策（案）の策定 

 



3 
 

１ 感染症の再流行へ備えるために 
1,132,378 千円 

◇基本的な方向性 

  感染症の収束に向けた緊急対策として、ウイルスに対抗するワクチン接種の環境

整備や相談体制の拡充に取り組みます。また、医療・救急体制の確保策として、

市民病院や消防・救急隊における感染症対策に取り組みます。さらに、公共施設に

係る感染防止、災害対応力の強化、動画も活用した情報発信に取り組みます。 

     

 （１）感染症の収束に向けた緊急対策 

 

○【緊急対策】ワクチン接種体制を整える 

・ 新型コロナウイルスワクチンの円滑な接種を進めるため、新たな担当を設置して体制 

を整えるとともに、医師会と連携したワクチン接種を実施する医療機関の確保、市民 

への接種の勧奨や通知の発送、ワクチン接種に係る費用の支払いなどに取り組みます。 

また、市民からの問い合わせに応えるための専用コールセンターを設置します。 

〖1月補正〗70,456（千円）〖３月補正〗91,671（千円）〖当初予算〗740,541（千円） 

【合計】 

902,668（千円） 
 

（２）医療・救急体制を確保する 

 

○ 市民病院における感染症対策に取り組む 

・ 感染症指定医療機関としての役割を果たすため、感染症対策に係る特殊勤務手当を

新設し、感染防止が強く求められる勤務環境における業務を評価することで、院内の

感染防止を徹底し医療提供体制を確保します。 

〖既存予算〗29,232（千円）（病院会計）〖当初予算〗38,976（千円）（病院会計） 

【合計】 

68,208（千円） 
 

○ 消防・救急隊における感染症対策に取り組む 

・ 感染症拡大への備えを確実なものにするため、アイソレーター（ドーム型の感染症

患者搬送装置）を追加配備するとともに、消防署内の感染者や濃厚接触者の発生時

の応援体制として、消防本部職員で編成する「特命隊」に必要な空気呼吸器や防火服

をはじめとした消火・救急支援活動用の資機材等を配備し、危機対応力を更に向上

させます。 

〖３月補正〗 

15,829（千円） 
 

○ 医師会における PCR 検査体制を支援する 

・ 感染症の再流行により増加する PCR 検査に対して、安全な検査体制を確保するため、

事務手続きや会場確保など医師会の PCR 検査を支援します。 

〖予備費対応〗 

－（千円） 
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（３）感染防止策を組み入れて施設・事業を運営する 

 

〇 学校教育活動を継続的に支援する 

・ 学校教育における感染症対策を強化するために、保健衛生用品の購入経費等や感染症 

対策等に資する研修参加に対して支援金を交付するとともに、馬入橋通学バスを運行 

します。また、修学旅行の延期に伴い発生するキャンセル料等を各学校の状況に応じて

補助します。 

〖３月補正〗54,400（千円）〖当初予算〗25,098（千円） 

                           【合計】 

                       79,498（千円） 

 

〇 子育て支援施設・事業における感染防止対策を徹底する 

・ 民間保育所等の施設や一時預かり、延長保育及び病児・病後児保育事業における感染 

防止に要する経費を助成します。また、公立保育所、子育て支援センター、つどいの 

広場、ファミリー・サポート・センター、保健センター及び放課後児童クラブ等に

消毒液等を配備します。  

〖当初予算〗 

 55,549（千円） 
 

○ 社会教育施設・事業における感染症対策に取り組む 

・ 感染拡大防止のため、社会教育施設に消毒液を配備します。さらに、コロナ危機に

おける新たな利用手段として、図書館における電子図書館の導入や博物館・美術館

における自宅で楽しめるデジタルコンテンツの充実に取り組みます。 

〖当初予算〗 

4,747（千円） 

 

○ 感染症を踏まえて災害対応力を強化する 

・ 避難所における感染症の拡大防止のため、間仕切りテントなどの備蓄品を拡充する 

とともに、感染症を踏まえた防災訓練に取り組みます。 

〖３月補正〗1,633（千円）〖当初予算〗4,246（千円） 

【合計】 

5,879（千円） 

 

○ 動画配信サービスの活用や感染症に関する情報発信に取り組む 

・ 防災や子育てに関する動画などをウェブページに集約するとともに、感染症に関する

情報を、公式 SNS（Facebook、Twitter、Youtube）、平塚市公式 LINE アカウント、

広報ひらつかで発信します。また、デジタル化の進展など新しい生活様式に伴う

消費者被害の防止を図るため、Twitter を活用して、消費生活に係る情報を発信

します。 

-（千円） 

 
 



5 
 

 
２ コロナ危機の中でも社会経済を回し続けるために        

714,990 千円 
◇基本的な方向性 

  国の緊急事態宣言へ対応するための緊急対策として、神奈川県による夜間営業時間

の短縮要請に協力した事業者の支援や、まちの経済を支えるため、消費喚起や出店

機会の創出などに取り組みます。また、コロナ危機における市民の暮らしを支える

ため、雇用の確保に関する緊急対策や相談支援業務に取り組むとともに、安全な

人の流れを確保するため、公共交通における感染症対策や妊婦の移動を支援します。

さらに、東京 2020 オリンピック・パラリンピックにおける安心・安全な環境を整

えます。 
  

 （１）まちの経済を支える 

 

○ 【緊急対策】飲食店の事業継続と雇用維持を支援する 

・ 緊急事態宣言下における飲食店等の事業の継続及び従業員の雇用維持を図るため、新

型インフルエンザ等対策特別措置法第 24 条第９項に基づく神奈川県の時短営業要請

に応じた飲食店等に対して支援金を交付します。 

※ 従業員６人以上１人につき 10 万円（１店舗上限 50 万円） 

〖既存予算〗 

162,500（千円） 
 

○ キャッシュレス決済を普及推進する 

・ 「新しい生活様式」に対応した地域経済の循環を促進するため、プレミアムポイント

（ひらつか☆スターライトポイント）を付与し、事業者や市民へキャッシュレス決済の

普及推進に取り組みます。併せて、コロナ危機における消費喚起を図り、地域経済の

活性化につなげます。販売額にプレミアム率20％を付与するとともに、ポイント販売の

インセンティブとして、中小事業者には販売額の５％をキャッシュバックします。 

〖３月補正〗 

269,261（千円） 
 

○ 新しい生活様式に対応した店舗等を支援する 

・ 感染症対策等を講じる店舗改装に対する補助を通して、コロナ危機における中心

市街地での出店機会の創出を図るとともに、「新しい生活様式」に対応した店舗を

支援します。また、急増する空きテナントを埋めるための対策として、店舗賃借料

にかかる補助を拡充することにより、事業者の運営を支援します。 

※ 既存店舗の改装「２件×500 千円」、空き店舗の改装「８件×1,000 千円」、店舗の賃借料８件 

〖３月補正〗9,000（千円）〖当初予算〗7,400（千円） 

【合計】 

16,400（千円） 
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（２）市民の暮らしを支える 
 

○【緊急対策】 雇用を確保する 

・ 感染症の影響により厳しい雇用情勢が続く中、雇い止めを受けた求職者を支援する

ため、市民を正規雇用する市内企業に対して経費の一部を補助することで雇用を促進

します。特に生活困窮者や就職氷河期世代、障がい者等の就職困難者を雇用した場合、

補助金を上乗せします。また、市の会計年度職員として採用します。 

 ※会計年度職員…31,551 千円 ※正規雇用促進補助…98,556 千円 

〖３月補正〗98,556 千円〖当初予算〗31,551 千円 

【合計】 

130,107（千円） 

 

○ 自立相談支援に取り組む 

・ 感染症の影響で増大した相談支援業務に取り組むため、相談業務に対応する自立相談

支援員を配置するとともに、住居を失うおそれのある方を支援するため、住居確保

給付金を支給します。 

〖当初予算〗 

51,059（千円） 

 

（３）安全な人の流れを確保する 
 

○ 妊婦の安全な移動を支援する 

・ 妊婦健診等の際に安心・安全に外出できるよう、市内のタクシー事業者で使用できる

利用券を交付します。 

※ 一人あたり 500 円×20 枚 

〖３月補正〗 

17,874（千円） 

 

○ 公共交通における感染症対策を支援する 

・ 路線バス・タクシー事業者の安心・安全な運行を図るため、感染症の予防対策に必要な

経費を助成します。 

※ バス 15,000 円／台、タクシー9,000 円／台 

〖当初予算〗 

4,578（千円） 

 

（４）オリンピック・パラリンピックを推進する 
 

・ 東京 2020 オリンピック・パラリンピックに向けて、国、県、関係機関と連携を図り、

市民、選手をはじめ関係する全ての人の安心・安全な環境を整えリトアニアの事前

キャンプにおいて、滞在中の感染症対策を講じるためのＰＣＲ検査等を実施します。

また、ホストタウン及び共生社会ホストタウンとしての事業においても十分な感染症

対策を講じて取り組みます。 

〖当初予算〗 

63,211（千円） 
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３ ポストコロナを見据え、その先のまちづくりを進めるために      

718,274 千円 
 

◇基本的な方向性 

感染症が収束したポストコロナを見据え、地域経済のデジタル化を促進します。

また、デジタル技術を活用した行政サービスを展開するため、デジタル・ガバメント

の構築を推進するとともに、子育てや教育環境における ICT の活用を促進します。

さらに、地域のつながり・絆を深める取組を支援します。 

 

（１）地域経済のデジタル化を促進する 

 

○ デジタル技術を活用したスマート農業の導入を推進する 

・ 感染症の影響下における食糧需給や流通の課題を鑑み、市内における農産物の生産増大

や安定供給を図っていくため、デジタル技術などの先進技術を活用した「スマート

農業」導入と、稲作の受託業務の拠点となる「スマートライスセンター」の創設に

向けた支援をすることで、農業経営の効率化・拡大を推進し、ポストコロナにおける

本市農業のモデルを創出します。 

※ スマート農業導入支援「上限 5,000 千円」、スマートライスセンター支援「3,000 千円」 

〖３月補正〗 

28,550（千円） 

 

○ 中小企業における IT サービスを推進する 

・ 中小企業等の「新しい生活様式」に対応した働き方を促すため、テレワーク導入費、

オンライン診療・オンライン会議等の IT サービス導入費を助成するとともに、IT の

知識に精通した専門家を派遣します。また、テレワークの導入促進や定着支援に向けた

セミナーを開催します。 

※ テレワーク導入…上限 300 千円、IT サービス導入…上限 300 千円 

〖３月補正〗 

8,670（千円） 

 

○ キャッシュレス決済を普及推進する【再掲】 

・ 「新しい生活様式」に対応した地域経済の循環を促進するため、プレミアムポイント

（ひらつか☆スターライトポイント）を付与し、事業者や市民へキャッシュレス決済の

普及推進に取り組みます。併せて、コロナ危機における消費喚起を図り、地域経済の

活性化につなげます。販売額にプレミアム率20％を付与するとともに、ポイント販売の

インセンティブとして、中小事業者には販売額の５％をキャッシュバックします。 

※ 再掲のため、本対策の総事業費に含みません。 

〖３月補正〗 

269,261（千円） 
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（２）デジタル技術を活用した行政サービスを展開する 

 

○ デジタル・ガバメントの構築を推進する 

・ 新たな行政サービスを展開するため、公共施設予約システムのキャッシュレス対応、

RPA・AI－OCR の導入、マイナンバーカードの交付及び利便性の向上、市公式 LINE

アカウントに市民が取得できる情報を選択できるセグメント配信機能の追加などに取

り組むとともに、市の会計システムの電子決裁化（押印廃止）を進めます。 

〖３月補正〗56,880（千円）〖当初予算〗248,166（千円） 

【合計】 

305,046（千円） 

 

○ 小・中学校における GIGA スクール構想を推進する 

・ 子どもたち一人一人に個別最適化された学びを推進するため、すべての小・中学校の

教室に配備した大型液晶モニターや一人一台のタブレット端末、学習教材ソフト等を

活用した授業を本格的に実施するとともに、小学校５・６年生及び中学校全学年の

英語を対象として指導者用デジタル教科書を導入します。 

〖当初予算〗 

337,117（千円） 

 

○ 民間保育所等における ICT の活用を支援する 

・ 民間保育所や病児・病後児保育施設における職員の業務負担の軽減を図るため、保育に

関する計画・記録や保護者との連絡等の業務におけるICTを活用したシステム導入等に

要する経費に対して補助します。 

〖当初予算〗 

31,688（千円） 

 

○ オンラインの相談体制を充実する 

・ 悩みを抱えている青少年が相談しやすい環境を整えるため、LINE を活用した相談に 

取り組むことで、従来の来室や電話等による相談体制の長所も活かしながら多様な 

相談体制を構築します。 

〖３月補正〗 

3,000（千円） 
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（３）地域のつながり・絆を深める 

 

○ ポストコロナを見据えた地域活動を支援する 

・ ポストコロナにおける地域活動を充実するため、地域団体や市民活動団体と連携し、 

地域活動の在り方を考えるとともに、持続可能な地域活動の仕組みづくりを支援します。 

〖当初予算〗 

3,084（千円） 

 

○ ICT を活用した地域のつながりづくりを支援する 

・ ICTの利点を身近に感じてもらえるよう、高齢者などスマートフォンの操作に不慣れな 

市民を対象にセミナーを開催するとともに、高齢者が集まる通いの場（サロン）等に

おける LINE や Zoom を活用したつながりづくりの促進に取り組みます。 

〖当初予算〗 

1,119（千円） 

 

 

 

 

令和２年度既存予算………191,732（千円） 

１月補正予算…………… …70,456（千円） 

３月補正予算………………655,324（千円） 

令和３年度当初予算……1,648,130（千円） 

 

■合計■ 2,565,642（千円） 

 

【内訳】 


